















































合化に向ける先進的な実践について叙述する。第 4 節では第 2 節の推進プロセス・モデル













































































































































































































































































































































　大和ハウス工業は 1955 年 4 月に故石橋信夫氏が創業した企業である。創業は 1950 年に








展開している。従業員数は 16,904 名（2020 年 4 月 1 日現在），当期純利益は 2,336 百万円
（2019 年度）である。同社には 2020 年 11 月 13 日にインタビューを行った。時間は 11
時から 12 時までで，コロナ禍であるため対面は避け，MicrosoftTeams を活用した。イ
①双方向














































（9） 同段落の内容は『日経エコロジー』（2018 年 4 月号）をふまえている。インタビュー内でも一連のプロセス
は確認済みである。ただし 2020 年度の統合報告書では ESG 役員へのヒアリングや現場の声の掲載は行わな
かった。
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ESG は「攻め」に効く）」『日経エコロジー』2018 年 4 月号（226 号）．37-39.
 （2021.1.20 受稿，2021.3.17 受理）
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千葉商大論叢　第 58 巻　第 3号（2021 年 3 月）
〔抄　録〕
　本稿では大和ハウス工業を事例に，企業内外における環境マネジメント・コントロール・
システムの統合可能性について検討した。先行研究の再検討をふまえて統合化に向ける推
進プロセス・モデルを提示し，事例の実態を分析した。大和ハウスはサステナビリティ・
レポートと統合報告書の作成プロセスにおいて，経営現場への丁寧なヒアリング調査を通
じたコミュニケーションを重視している。これによって①社外へより現実的な報告書の作
成・開示と，②社内における通常の経済活動と社会環境活動を統合することの価値（統合
思考）の伝播をねらいとしていた。そして同レポートと報告書にもとづいて展開したコミュ
ニケーションの内容と改善点を構成員にフィードバックしていた。こうした実践は高く評
価できる一方，企業構成員の統合思考の醸成と浸透が今後の課題として残されていた。本
稿の貢献点は，理論的に導出した推進プロセス・モデル（①双方向→②信条→③腹落ち→
②信条→①双方向）の有効性を企業事例で検証し，先進事例の現状と課題を明らかにした
点である。
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安藤　崇：コミュニケーションによる企業内外の環境マネジメント・コントロール・システムの統合
